
































































国 立 区　分 大学 大学 大学 大学 計 短大 短大 短大 短大 










4,000 400 1,200 400 10,500 10,500 15,700 11,300 27,000
4,409 350 235 140 11,715 8,155 16,359 8,645 25,004
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公 開 質 問 状
富 山 大 学 長　殿
富山大学評議会　殿
一般教育自治会執行部
薬学部薬友会執行部
理学科学友会執行部
付録：参考資料
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経済学部自治会執行部
工学部自治会執行部
新樹寮全寮委員会
我々は、学長・評議会が文部省へ提出した「紛
争報告書」に関して次の事を質問する。
（1）大学立法は、全国の学園闘争を自主解決の名
の下に暴力的に圧殺するものであり、70年治安立
法として大学の帝国主義的再編の一環としてある
もので、我々はそれを粉砕しなければならないと
考える。学長・評議会は、現在大学立法に対して
如何なる見解を持ち、如何なる立場をとるのか。
（2）我々は、この「紛争報告書」が明確に大学立
法によって制度化されているものであると考える。
学長・評議会は、この「紛争報告書」を如何なる
ものと考えるのか。
（3）我々は、学長・評議会がこの「紛争報告書」
を文部省へ提出することは、内容の如何を問わず
権力への屈服を意味し、これからも大学に対して
権力の介入を増
ママ
々招くものであり、現在までの富
大闘争を全く無視したものであると考える。学
長・評議会は、文部省へこの「紛争報告書」を提
出したか否か。又何故文部省へ「紛争報告書」を
提出する（または、した）のか。そして、提出す
る（した）責任者は誰か明確にせよ。
（4）文部省へ提出する（した）「紛争報告書」の内
容は、如何なるものか。全文を提示せよ。
（5）文部省へ提出する（した）「紛争報告書」の作
成は、どのようにしてなされるのか（なされたの
か）。そしてその作成責任者は、誰か明確にせよ。
（6）富大闘争が始まって以来、事務当局が文部省
へ「紛争状況」を逐次電話で報告したという確証を
我々は得ている。我々は、このような行為は大学
を権力に売り渡したものであると考え、その責任
を追求しなければならないと考える。学長・評議
会は、その報告責任者は誰であり、如何なる内容
を報告したのか明確にし、そのような行為に対し
て如何なる見解を持ち、如何なる態度をとるのか。
以上、学長・評議会は、12月24日（水）正午ま
でに文書でもって各学部自治会執行部及び全学友
に明確に回答せよ。尚我々は、（1）･（2）･（3）
で明確に見解を述べたことに基づき、学長・評議
会は、文部省への「紛争報告書」提出を拒否し、
決定を撤回すべきだと考える。
昭和44年12月24日
一般教育自治会執行部
薬学部薬友会執行部
理学科学友会執行部
経済学部自治会執行部　　　殿
工学部自治会執行部
新樹寮全寮委員会
富山大学長　後藤秀弘
「公開質問状」に対する回答
先般、一般教育自治会執行部、薬学部薬友会執
行部、理学科学友会執行部、経済学部自治会執行
部、工学部自治会執行部、新樹寮全寮委員会、以
上6者の連名によって、学長・評議会あてに提出さ
れた「公開質問状」に対し、下記のごとく回答する。
記
1 質問状の（1）に関し、「大学の運営に関する臨
時措置法」について、学長・評議会はつぎの見解
に立つものである。
この法は、その成立の過程に徴しても法として
の権威を著しく疑わしめるものであり、また、い
わゆる大学問題を解決する方法としても必ずしも
適切なものとは言い難いものである。したがって、
速やかに廃止の措置がとられることを期待するも
のである。
なお、本学としては、この法にかかわらず、大
学問題について自主的に解決を進めていく方針で
ある。
2 質問状の（2）に述べられている「紛争報告書
が明確に大学立法によって制度化されているもの
であると考える」という貴見解に対しては、その
とおりであると考える。ただし、本学においては、
「臨時措置法」第４条第１項の規定による「報告」
を行なってはいないし、また、行なう意思のない
ことを念のため申し添える。したがって、質問状
の（3）、（4）、（5）に関しては、とくに回答を要し
ないものと考える。
3 質問状の（6）に関し、「富大闘争始まって以来、
事務当局が文部省に紛争状況を逐次電話で報告し
た」という件は、事務連絡として当然のことであ
って、このことは「大学を権力に売り渡した」と
いうことにはあたらないものである。この種の口
頭またはメモによる連絡報告は、「臨時措置法」の
成立以前からの慣行であり、したがって「臨時措
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置法」とは関係のないものであることを了承され
たい。
なお、学長・評議会においては、この種の連絡
報告がなされる場合、それが「臨時措置法」にい
うところの「報告」となることのないよう細心の
注意をはらっていることをここに申し添える。
要　求　書
富山大学学長　殿
富山大学評議会　殿
一般教育自治会執行部
薬学部薬友会執行部
理学科学友会執行部
経済学部自治会執行部
新樹寮全寮委員会
我々は、昨年12月、学長・評議会に対して公開
質問状を提出し「紛争報告書」に関する６点の質
問を出したのであるが、その回答は、我々の質問
に対して何ら明確に答えていない。何故なら①大
学法に対する学長・評議会の態度が不明確であり、
全く具体性がない。②「紛争」を「正常化」とい
う名にすりかえ、問題の視点をずらし、「紛争報告
書」＝「正常化報告書」の内容、提出理由、責任
者について何らふれず我々の質問を無視し、「紛争
報告書」＝「正常化報告書」の問題点を隠蔽して
いる。
以上を踏まえて、我々は、再度次の事項を明確
にするよう学長・評議会に要求する。
1 「正常化報告書」の全文を、全学友に公開する
こと。
2 「正常化報告書」の提出理由。
3 「正常化報告書」の提出責任者と提出先。
以上、３点を学長・評議会は文書でもって各学
部自治会実行部及び全学友に、２月12日（木）正
午迄に公開・回答せよ。
昭和45年２月12日
一般教育自治会執行部
薬学部薬友会執行部
理学科学友会執行部
経済学部自治会執行部　
新樹寮全寮委員会
富山大学長　後藤秀弘
「要求書」に対する回答
このたびの報告は、さきの「公開質問状」の（6）
に答えたごとく、文部省に対する事務連絡として
の報告を文書の形にしたものにすぎない。したが
って、「臨時措置法」とはまったく無関係のもので
あることをここに重ねて明らかにするものである。
今回、「要求書」をもって、重ねて諸君の懸念が表
明された趣意は了とするが、上述の点についてじ
ゅうぶん理解されるよう望むものである。なお、
念のため、今回の「要求書」の要求項目について
以下のごとく回答する。
1 このたびの報告の全文は、「広報」に掲載される
予定であるから、その際一部を届けることとする。
2 このたびの報告の提出理由は、前文に述べたと
おりである。すなわち「臨時措置法」の成立以前
からの慣行としての事務連絡を文書化したものに
すぎない。
3 このたびの報告の提出責任者は学長であり、提
出先は文部省であることはいうまでもない。
なお、このたびの報告は、評議会において「臨時措
置法」によらないということを確認した上で、提
出されたものであることを、念のため申し添える。
３　学部の動き
経済学部　　２月2日午後2時から２番教室にお
いて、教官9名と学生約70名が参加して、学部集会
（団交）が開かれた。主な議題はつぎの通りである。
（1）正常化報告書について（2）二教官転出と人事
問題について　
なお（1）については、その実状を聞くため、議
長団をふくむ一部学生が、学長および学生部長を
おとずれる一幕もあったが、５時前散会した。
4 学生の動き
（1）教養部　　教養部自治会では１月21日（水）
午後1時から学生大会を開き、沖縄全軍労支援のた
めのストを決議し、１月22日と23日の両日にわた
って授業を放棄した。
（2）学生団体の動き　　１月９日（金）午後1
時から教養部4番教室で沖縄全軍労48時間スト支援
学内総決起集会が、マル学同（中核派）富大支部
および一般教育自治会執行委員会の主催で行なわ
れ、続いて学内をデモ行進した。
77
総 説 編
1月22日（木）午後１時半過ぎから教養部4番教
室で沖縄全軍労スト支援、70年安保闘争、三里塚
闘争勝利、教養部政治スト突入等についての全学
討論集会が、一般教育自治会、マル学同（中核派）富
大支部主催で開かれ、その後学内デモを行なった。
１月23日（金）午後１時半過ぎから教養部教室で
沖縄全軍労５日間スト支援、三里塚闘争勝利、教養
部政治スト突入の学内総決起集会が、マル学同
（中核派）富大支部および一般教育自治会執行委員
会の主催で開かれ、続いて学内・市中デモを行な
い、城趾公園野外ステージでの労学市民統一集会
に加わり再び市中をデモし、県民会館前で解散した。
２月４日（水）午後２時半過ぎから教養部の教
室で全軍労連帯、沖縄奪還、安保粉砕のための全
国労学市民－富大総決起集会が開かれ、引き続き
学内デモを行なった。
２月５日（木）午後４時過ぎから沖縄全軍労支
援学内総決起集会を開き、一部の学生が街頭デモ
を行ない、引き続き城趾公園での労学市民連帯集
会に加わり、さらに市中をデモして県民会館前で
解散した。
２月11日（水）全学連連絡会議主催による紀元
節復活反対集会が教養部で行なわれ、午前は教養
部生討論集会、午後は全学討論集会が開かれた様
子で、さらに学内をデモして解散した。また、一
方午後１時ごろから学生会館で講演と映画の上映
等が催された。ビラによれば、これは富高連準備
委員会、反戦高協富山県委員会等主催の県高校生
集会と連帯のようであった。
２月12日（木）午後1時ごろからマル学同（中核
派）富大支部主催による全学バリ・スト実現のた
めの政治集会が、学生会館大集会室で開かれ、講
演と映画の上映等が行なわれたもようである。
２月13日（金）午後１時過ぎから文学科前でマ
ル学同（中核派）富大支部、経済学部自治会執行
部および経済学部闘争委員会主催の沖縄全軍労第
３波ストに向けて全学ストを勝ちとるための全学
総決起集会が開かれ、学内デモを行なった。
富山大学から文部省に提出された大学の現況に関
する報告書
本学は、昭和44年８月27日以後一部校舎の封鎖
占拠も自主的に解除され、長期間放棄されていた
授業も、逐次再開され、平静な状態に回復した。
目下、紛争の原因となった学生の要求に対して
は、各学部 教養部および大学問題対策本部で、学
生との接触を保ちながら、鋭意解決に努力してい
る。
各学部・教養部では、授業再開前から、また再
開後も、授業計画に支障をきたさない程度で、そ
れぞれに学部集会（団交）などを開いて学生と話
し合いを続け正常化への努力が重ねられた。
なお、各学部・教養部別に対策委員会なども設
けられて、各学部・教養部の民主化や制度の改革
などについて検討されつつある。
以下は、一応正常化された今日の状況にいたる
経過の概要である。
1 学内紛争収拾への経過
（1）紛争の発端
①　昭和41年１月頃、教官人事に端を発した経済
学部の内紛は、学長・評議会の努力にもかかわら
ず未解決の状態であった。
②　経済学部学生自治会は、昭和43年10月18日経
済学部学生大会を開催、経済学部内紛の解決、教
官・学生協議会規約の充実および経済学部教官選
考内規を廃棄し、経済学部教授会規則を改正して、
教官の補充人事を促進し学部の再建をめざし、学
長・評議会および経済学部教授会に対し、大衆団
交を要求したが、学長は、これに応じなかった。
経済学部学生は、それを不満として10月29日から
授業放棄に入った。
（2）本部封鎖
①　昭和43年11月11日評議会は、経済学部教授会
規則の改正を審議した結果、これを否決し、教官
の人事を促進するため経済学部長から提案された
経済学部人事教授会暫定規則案を了承した。
②　これを不服とする学生約30名は、11月12日午
前2時頃本部および経済学部事務室をバリケード封
鎖占拠し、21日に至って全学闘争連絡会議（全闘
連）名で、下記６項目について学長・評議会およ
び経済学部教授会に対し大衆団交を要求した。
他方、経済学部学生自治会は、事態の推移に不
満を感じながらも、すでに16日に授業放棄を解除
していた。
○経済学部教授会の内紛過程で成立した「内規」
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制定の趣旨および成立過程を明らかにせよ。これ
に対する内田教授の評議会への内規違法の提訴状
および評議会の態度を明らかにせよ。
○成績証明書偽造問題の真相を明らかにせよ。そ
の責任を明らかにせよ。
○経済学部教授会は、内田教授懲戒免職決定の経
緯を明らかにせよ。評議会は、これに対して如何
なる理由で白紙還元したか。白紙還元したことが
内田教授に不正なしとすることによるものならば、
上記決定により内田教授の名誉をきずつけた教授
会多数派に如何なる処分をしたか。
○内田教授の人事院提訴、名誉毀損について
富山地裁への提訴について評議会は、いかに対
処しようとしているのか。内田教授は、その提訴
内容を我々の前に明らかにせよ。
○単位不認定問題に対する教授会・評議会の態度
について
学生当事者の訴訟について、いかに対処しよう
としているのか。
○「新規程」案について
経済学部教授会は、人事停滞との関係で如何な
る考えで同案を作成してきたのか。
評議会は同案に対して、いかなる考えで、いか
にして処理してきたのか。
③　経済学部教授会は全闘連の要求する大衆団交
に応じ、11月25日及び28日黒田講堂で開催した。
その席上、全闘連学生は、本部占拠中職員の机や
保管庫等の鍵を破壊して得た経済学部内紛関係書
類の一部を公開するとともに、富山大学後援会関
係書類の一部も公開し、関係帳簿などの全面公開
を要求した。
（3）全学大衆団交実行委員会の動き
①　一部学生は、その後、全学大衆団交実行委員
会（全闘連、般教自治会執行部、経専自治会執行
部、薬友会執行部、全寮闘争委、２工連、３工連、
経Ｂ大衆団交実行委、理学科闘争委）を結成し、
12月16日５項目（後援会問題、経済学部問題、自
衛官問題、工学部五福移転問題、学寮規則問題）
について、学長・評議会に対し大衆団交を要求す
ると共に、学部独自の問題を含めて各学部毎に教
授会に対し大衆団交を要求し、また一般学生にも
呼びかけた。
②　横田学長は、学生の要求する前記5項目につい
て、昭和44年１月18日学長所見を発表し、広く学
生教職員の了解を求めた。
（4）各学部学生の授業放棄
①　この学長所見を不服とし、また、学長が大衆
団交に応じないことを理由として、昭和44年２月
各学部・教養部の各学生自治会は、学生大会にお
いてスト権を確立し、教養部は２月７日、文理学
部文学科は10日、経済学部は15日、文理学部理学
科および薬学部は17日、それぞれ授業放棄に入っ
た。
②　教育学部学生自治会は、２月20日学生大会を
開催、スト権の確立を議題としたが採決の結果否
決された。これを不満とする経済学部学生を主と
する全闘連の学生約30名が２月22日早朝教育学部
第1教棟を封鎖・占拠したが、同日、同学部学生お
よび教職員で、これを解除した。
（5）全学大衆団交推進会議と全学封鎖
①　昭和44年３月４日横田学長辞任、竹内文理学
部長学長事務取扱が発令された。
②　３月６日全学大衆団交推進会議（教養部自治
会、経済学部自治会、理学科学友会執行委員会、
新樹寮全寮委員会、薬友会執行部、文学科連絡評
議会）は、さきの５項目に４項目（学長所見の撤
廃、学生守則・学則の撤廃、文理改組問題、東大
振り分け入学問題）を加え計９項目をかかげて大
衆団交を要求した。
③　学長事務取扱は、それに対し、理性的な相互
の話し合いの場を持つために合意に達した条件で
の集会を提案したが、容れられず３月10日五福地
区各学部事務室および本部仮事務室（黒田講堂貴
賓室、職員ホール）などが封鎖・占拠された。
④　学長事務取扱および各学部長、教養部長は占
拠学生に対し、封鎖を解除し、退去するよう公示
するとともに、一般学生には、ストおよび占拠の
解除に協力し、また父兄には子弟との話し合いを
持つよう呼びかける文書を配付し、正常化に努力
したが、占拠学生はこれに応じなかった。
（6）機動隊導入とその後の動き
①　学長事務取扱は、３月下旬の入学者選抜試験
の会場を学外に移し機動隊の警備により実施した
が、さらに、その後の大学運営上、事態を放置し
えないとして、当時緊急のために設けられていた
対策委員会（学長、各学部長、教養部長、学生部
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長および事務局長で構成）にはかり、機動隊の出
動を要請、４月９日全学の封鎖を解除した。
②　教育学部学生自治会は、教授会の民主化、卒
業生の完全就職を要求して、去る２月27日の学生
大会でスト権を確立していたが、機動隊による封
鎖解除に反対してスト権行使を決議し、４月16日
から授業放棄に入った。
③　工学部学生自治会も同学部学生が逮捕された
ことが直接の原因となり４月17日から、授業放棄
に入った。その後５月29日の学生大会でスト解除
動議が可決され翌30日から正常に授業が再開され
ている。
④　教養部は５月１日から新入生の授業を開始し
たが、出席者数は次第に減少した。
（7）再封鎖
①　機動隊導入によって一層事態は紛糾する結果
となり４月中旬以降には全学部がストに入り、学
長事務取扱は辞意を表明するにいたった。
②　このような状況の中で、全学大衆団交推進会
議は、５月28日全学総決起集会を開催し、正門を
椅子などによりバリケード封鎖、引続き守衛所、
本部、経済学部を封鎖占拠、同31日には薬学部を
も封鎖・占拠した。
（8）学長選挙妨害と大学問題対策本部の設置
①　６月６日には附属学校仮事務室で実施した学
長選挙投票場に推進会議等の学生約30名が乱入し、
学長選挙を妨害したが同日再投票を行なって選挙
を終了した。
②　昭和44年６月13日東北大学教授後藤秀弘が学
長に発令された。
③　学長は、６月18日着任と同時に紛争収拾のた
めの努力を開始し、７月２日大学問題対策本部を
設置し、その中に学生委員会、制度委員会、報道
委員会を設け、紛争解決の方途を講じた。
（9）全学集会（団交）の開催
①　対策本部会議は、紛争収拾に努力し、先ず全
学集会（団交）を開催することを決め、７月25日
富山市体育館で行なった。
②　学長は、この全学集会（団交）において、学生
の要求している事項について討議資料を作成配布
し、学生代表と教官代表による全学的な討論集会
を期待していたが、全学大衆団交推進会議系学生
の一方的妨害によって、終始混乱を免れなかった。
（10）正常化の動き
①　学長は、全学集会（団交）のあと、文書をも
って全学生に大学の正常化と授業再開などを呼び
かけ、また各学部・教養部も同じような趣旨を一
般学生に積極的に呼びかけた。
②　更に学長は９月初旬からの授業再開をめざし
て 8月下旬全学生、教職員に対し今後の方針に関す
るアンケートを実施、各学部・教養部においても、
9月初旬からの授業計画を同封し、学生に授業再開
への協力を呼びかけた。
③　一方、授業再開しつつ大学問題の解決を望む
学生の中には、８月中旬頃からバリケートの解除を
試みるものもいたがやがてその一部有志学生によ
って全学正常化会議なる集団が結成され、８月26
日職員および一般学生の一部と共に正門バリケー
ド、本部および経済学部のバリケード封鎖が解除
された。ひき続き、翌27日、朝、多くの教職員、
学生に取り巻かれた中で薬学部占拠中の学生たち
も、封鎖解除の呼びかけに応じて自主退去するよ
う余儀なくされた。
（11）授業再開
①　９月に入り各学部・教養部は授業再開を望む
学生の要求から相ついで学生大会を開催し、スト
解除動議を可決して正常に授業が再開されるにい
たった。
②　教育学部は、９月１日ストを解除し、授業計
画どおり8日から授業を再開した。
③　経済学部は、９月13日ストを解除し、17日か
ら授業を再開した。
④　薬学部は、学生との話し合いにより９月22日
から授業を再開し、ストも23日解除された。
なお、大学院薬学研究科の研究実験および授業
は封鎖解除後、それぞれ９月１日および12日から
開始された。
⑤　文理学部理学科は、９月13日より各専攻毎に、
学生との話し合いにより授業を再開し、ストも25
日解除された。
文学科は、10月16日ストを解除し、翌17日より
授業を再開した。
⑥教養部は、10月24日ストを解除し、11月１日か
ら授業を再開した。
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2 今後の見通し
①　管理機能を有効適切に運用し、責任体制を明
確化して、本学としての大学改革案の検討をいそ
ぎ、その実現の方途を考究する。
②　学生とのコミュニケーションをはかり、学生
の主張、要求に対しては、聞くべきもの、説明す
べきもの、譲るべきもの、拒否すべきもの等に対
する大学の態度を明確にする。
以上の点を明確にしつつ教職員、学生相互の理
解の上に現在の大学の未解決の諸問題を解決し、
学園の正常化の維持徹底を期したい。
なお、この紛争の間、学生の説得につとめた教
官の努力と、職場を奪われながら職務を遂行した
職員の責任感は特筆すべきものである。これが良
識ある学生の協力を背景に今後の問題の解決、事
態の正常化への大きな力ともなるであろう。
（註）授業実施状況および授業計画については別紙のと
おり添付する。
別紙
授業実施状況および授業計画
（1）文理学部の文学科、前期の授業は、44年10月
17日（金）から同年12月12日（金）までの8週間に
わたり、平日の時間延長および日曜日を充当して
実施した。
後期の授業は、44年12月17日（水）から45年３
月21日（土）までの13週間にわたり日曜日を充当
して実施、４年次は３月15日（日）までとし、不
足分は時間延長で補う予定。
なお、教養課程から移行した２年次後期は45年
１月５日（月）から４月18日（土）まで実施の予
定である。
文理学部の理学科、前期の授業は、44年９月13
日（土）から同年12月12日（金）までの13週間に
わたり、日曜日を充当して実施した。
後期の授業は、文学科と同じである。
なお、教養課程から移行した2年次後期は45年１
月16日（金）から５月16日（土）まで実施の予定
である。
（2）教育学部の前期の授業は、44年９年８日（月）
から同年12月６日（土）までの13週間にわたり、
日曜日をも充当して15週分実施した。３年次の教
育実習は45年度に実施し、４年次の教育実習（選
択）については特別措置を講じた。
後期の授業は、時間を延長して44年12月８日
（月）から45年３月14日（土）までの13週間にわた
り15週分を実施する。
なお、教養課程から移行した２年次後期は45年
１月５日（月）から４月18日（土）まで15週実施
の予定である。
（3）経済学部の前期の授業は44年９月17日（水）
から同年12月9日（火）までの11週間にわたり、平
日の時間延長および祝日をも充当して実施した。
44年12月11日（木）から12月15日（月）までは期
末試験を実施した。
後期の授業は44年12月16日（火）から45年３月
９日（月）までの11週間にわたり、平日の時間延
長および祝日をも充当して実施。45年３月10日
（火）から３月16日（月）まで期末試験を実施する
予定である。
なお、教養課程から移行した２年次後期は45年
１月５日（月）から４月18日（土）まで授業実施、
４月20日（月）から４月28日（火）まで補講およ
び期末試験を実施する予定である。
（4）薬学部の前期の授業は、３年次は44年９月25
日（木）から45年１月16日（金）までの15週間に
わたり、１月17日（土）から１月27日（火）まで
補講および期末試験を実施する予定である。
４年次は44年９月22日（月）から同年11月15日
（土）まで授業を実施し、それと平行して９月29日
から卒業実験を実施中である。
後期の授業は45年１月29日（木）から同年５月
20日（水）までの15週間にわたり、５月21日（木）
から５月29日（金）まで補講および期末試験を実
施する予定である。4年次は前期に引続き３月20日
まで卒業実験を実施する予定である。
なお、教養課程から移行した2年次後期は45年１
月５日（月）から５月13日（水）まで授業を実施
し、５月14日（木）から５月29日（金）まで補講
および期末試験を実施する予定である。
大学院薬学研究科学生の研究実験および授業は、
封鎖のため実質約１.５カ月中断されたが、その不
足分を祝日と冬期休暇で充当して、45年３月20日
まで実施する。
（5）工学部の前期の授業のうち、43日間の授業放
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棄の分は、夏休み期間と学期休み期間（44年10月
１日から10月16日まで）に実施した。
後期の授業は平常どおりである。
なお、教養課程から移行した2年次後期は45年１
月16日（金）から５月16日（土）まで実施の予定
である。
（6）教養部の２年次生前期の授業は44年11月1日
（土）から同年12月26日（金）までの８週間にわたり
平日の時間延長、週２回授業などにより実施した。
１年次生の前期授業は44年５月１日（木）から
同年６月11日（水）までの５週間と、11月１日
（土）から45年１月17日（土）までの10週間にわた
って実施した。後期の授業は45年１月19日（月）
から同年４月18日（土）までの13週間にわたり、
平日の時間延長をして実施する予定である。
（出拠：『広報』№15、昭和45年2月16日､富山大学
報道委員会）
なお、対策本部は３つの運営委員会を設け検討
を行ったが、そのうちの制度委員会がまとめた
「大学における学生の参加について」を次に掲げる。
大学における学生の参加について
昭和44年10月13日
富山大学大学問題対策本部制度委員会
この資料は「大学問題対策本部制度委員会」の
審議経過をまとめたものであって、富山大学の公
式見解を示すものではない。今後検討されること
によって変更もあり得るので、この資料について
多くの意見が寄せられることを希望する。
学生は教職員と共に大学の構成員であり、従っ
て大学自治のにない手である。この立場から考え
る時、大学の意思形成、また決定の過程において
学生の意見を反映させることは大学の機能を発揮
させるためにも望まれることである。
言うまでもなく、学生は修学が目的である。在
学期間も限定され、大学の運営に関する責任およ
び能力にも自ら限界があるが、学生がその地位と
資格に応じて、大学の意思形成に適当な領域と形
で参加することの制度化が検討されるべきであろ
う。学生の意思を反映させる方式としては、その
領域と目的に応じて各種の方法が考慮されるが、
今後の試行と検討によって最も適切な方法に定着
されるべきであろう。
1. 学生の自治組織について　　学生の自治組織は
全員加入をたてまえとする自治会と任意加入のサー
クルなどの諸組織に大別される。
学生自治会は学生の自治活動の他に大学の運営
に学生が参加する上で、その基礎となる組織であ
る。そのために公認団体としての性格をもち、規
約や役員名を公表し、その責任を明確にすること
が必要である。
また、自治会の交渉の申出に対しては大学は誠
意をもって対処すべきである。
2. 学寮について　　学寮は本来教育的施設として
設けられたものであるが、現状においてはむしろ
福利厚生施設としての性格が強い。学寮は寮生の
共同的な日常生活の場であるから、国有財産として
の建造物の管理およびその処分の面を除いて、寮生
の生活に関する学寮の運営については寮生の主体
性を尊重し、その自治組織に委ねるべきであろう。
この方針の具体化は今後寮生との協議機関にお
いて検討さるべきであろう。
3. カリキュラムについて　　カリキュラムの編成
を含む教育計画や教育内容、方法などの決定は最
終的には教官の責任であるが、その決定の過程に
おいて、学生が自由に希望を述べ、意見を提出す
る機会が各学部、学科の実情に応じて制度的に保
障されることが必要であろう。
4. 学生守則について　　現行の学生守則は全面的
に再検討を必要とする。学内規律は学生の諸活動
を必要以上に規制しない性格であるべきである。
特に第10条以下の学生の諸活動に関するものにつ
いては、学生のみならず一般的な学内通則とする
ことが望ましい。そのため教職員と学生の参加し
た協議機関が設けられるべきである。
5. 学生の懲戒について　　学内規律および学生の
懲戒については、大学自治の本義に則り、新しく学
生が参加した協議機関を設け、学生処分の実体規
定および手続き規定などを明確にする必要がある。
（出拠：『広報』№13、昭和44年11月17日､富山大
学報道委員会）
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、
国
家
公
務
員
の
寒
冷
地
手
当
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
号
）
の
規
定
に
基
づ
く
寒
冷
地
手
当
を
支
給
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
法
第
二
条
の
二
第
二
項
中
「
一
般
職
給
与
法
第
二
十
三
条
第
二
項
、
第
三
項
及
び
第
五
項
」
と
あ
る
の
は
、「
大
学
の
運
営
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
七
十
号
）
第
八
条
第
二
号
」
と
す
る
。
四
　
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
休
職
者
は
、
そ
の
併
任
官
職
に
係
る
職
務
に
従
事
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
者
に
は
、
当
該
官
職
に
係
る
勤
務
に
つ
い
て
、
そ
の
実
態
に
応
じ
、
人
事
院
規
則
で
定
め
る
給
与
を
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
五
　
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
休
職
は
、
こ
の
条
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
他
の
法
令
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
国
家
公
務
員
法
第
七
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
休
職
と
み
な
す
。
六
　
前
各
号
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
号
の
休
職
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
人
事
院
規
則
で
定
め
る
。
七
　
当
該
学
部
等
の
教
員
の
欠
員
の
補
充
は
、
行
な
わ
な
い
。
八
　
当
該
学
部
等
の
学
生
に
つ
い
て
は
、
前
条
第
二
項
の
停
止
の
措
置
が
と
ら
れ
て
い
る
期
間
は
、
法
令
の
規
定
に
よ
る
在
学
期
間
に
算
入
し
な
い
。
九
　
当
該
学
部
等
の
学
生
の
前
号
の
期
間
に
係
る
授
業
料
は
、
免
除
す
る
。
十
　
日
本
育
英
会
は
、
当
該
学
部
等
の
学
生
に
対
し
て
は
、
日
本
育
英
会
法
（
昭
和
十
九
年
法
律
第
三
十
号
）
第
十
六
条
第
一
項
第
一
号
の
学
資
の
貸
与
を
行
な
わ
な
い
も
の
と
す
る
。
（
昭
四
五
法
一
一
九
・
一
部
改
正
）
（
国
立
学
校
設
置
法
の
改
正
等
の
措
置
）
第
九
条
第
七
条
第
二
項
の
措
置
が
と
ら
れ
た
後
三
月
以
上
の
期
間
を
経
過
し
て
も
な
お
大
学
紛
争
の
収
拾
が
著
し
く
困
難
で
あ
り
、
当
該
大
学
又
は
そ
の
学
部
等
の
設
置
の
目
的
を
達
成
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
認
め
ら
れ
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
そ
の
事
態
に
応
じ
、
国
立
学
校
設
置
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
五
十
号
）
を
改
正
す
る
た
め
の
措
置
そ
の
他
必
要
な
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
２
　
文
部
大
臣
は
、
前
項
の
措
置
を
講
じ
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
大
学
の
学
長
の
意
見
を
き
く
と
と
も
に
、
臨
時
大
学
問
題
審
議
会
の
議
を
経
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
（
学
部
等
の
間
の
紛
争
に
係
る
あ
っ
せ
ん
）
第
十
条
紛
争
大
学
の
学
部
等
の
間
で
当
該
大
学
の
運
営
に
つ
い
て
の
紛
争
が
あ
り
、
か
つ
、
こ
れ
が
当
該
大
学
に
お
け
る
大
学
紛
争
の
収
拾
に
と
っ
て
重
大
な
支
障
と
な
っ
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
当
該
大
学
の
学
長
は
、
関
係
学
部
等
の
長
の
同
意
を
得
て
、
文
部
大
臣
に
対
し
、
当
事
者
間
の
紛
争
の
解
決
を
図
る
た
め
の
あ
っ
せ
ん
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
２
　
文
部
大
臣
は
、
前
項
の
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
臨
時
大
学
問
題
審
議
会
に
よ
る
あ
っ
せ
ん
に
付
す
る
も
の
と
す
る
。
３
　
前
項
の
あ
っ
せ
ん
は
、
臨
時
大
学
問
題
審
議
会
の
会
長
が
そ
の
委
員
又
は
特
別
委
員
の
う
ち
か
ら
指
名
す
る
あ
っ
せ
ん
員
に
よ
っ
て
行
な
う
。
（
紛
争
大
学
の
入
学
者
の
選
抜
等
の
協
議
）
第
十
一
条
紛
争
大
学
に
お
い
て
そ
の
新
入
学
者
に
対
す
る
教
育
の
実
施
又
は
学
生
の
卒
業
が
正
規
に
行
な
わ
れ
る
と
い
う
見
と
お
し
を
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
当
該
大
学
の
学
長
は
、
入
学
者
の
選
抜
又
は
学
生
の
卒
業
に
関
し
、
文
部
大
臣
に
協
議
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
（
以
下
省
略
）
83
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大
学
の
運
営
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
四
十
四
年
八
月
七
日
　
法
律
第
七
十
号
）
改
正
　
昭
四
五
法
一
一
九
・
平
一
一
法
一
〇
二
（
未
施
行
　
一
一
二
〇
ペ
ー
ジ
参
照
）
大
学
の
運
営
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。
大
学
の
運
営
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
目
的
）
第
一
条
こ
の
法
律
は
、
大
学
の
使
命
及
び
社
会
的
責
務
並
び
に
最
近
に
お
け
る
大
学
問
題
の
状
況
に
か
ん
が
み
、
大
学
紛
争
が
生
じ
て
い
る
大
学
に
よ
る
そ
の
自
主
的
な
収
拾
の
た
め
の
努
力
を
た
す
け
る
こ
と
を
主
眼
と
し
て
そ
の
運
営
に
関
し
緊
急
に
構
ず
べ
き
措
置
を
定
め
、
も
つ
て
大
学
に
お
け
る
教
育
及
び
研
究
の
正
常
な
実
施
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
（
定
義
）
第
二
条
こ
の
法
律
に
お
い
て
「
大
学
紛
争
」
と
は
、
大
学
（
学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
六
号
）
第
一
条
に
規
定
す
る
大
学
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）
の
管
理
に
属
す
る
施
設
の
占
拠
又
は
封
鎖
、
授
業
放
棄
そ
の
他
の
学
生
（
こ
れ
に
準
ず
る
研
究
生
等
を
含
む
。
以
下
同
じ
。）
に
よ
る
正
常
で
な
い
行
為
に
よ
り
、
大
学
に
お
け
る
教
育
、
研
究
そ
の
他
の
運
営
が
阻
害
さ
れ
て
い
る
状
態
を
い
う
。
（
学
長
等
の
責
務
）
第
三
条
大
学
の
学
長
、
教
員
そ
の
他
の
職
員
は
、
当
該
大
学
の
正
常
な
運
営
と
そ
の
改
善
に
意
を
用
い
、
当
該
大
学
に
大
学
紛
争
が
生
じ
た
と
き
は
、
全
員
が
協
力
し
て
す
み
や
か
に
そ
の
妥
当
な
収
拾
を
図
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
２
　
大
学
紛
争
が
生
じ
て
い
る
大
学
の
学
長
は
、
当
該
大
学
の
最
高
責
任
者
と
し
て
、
当
該
大
学
紛
争
の
収
拾
に
あ
た
っ
て
は
、
指
導
性
を
発
揮
し
て
全
学
的
に
職
員
の
意
思
の
統
合
を
図
り
、
そ
の
収
拾
に
関
す
る
方
針
及
び
措
置
を
決
定
し
、
こ
れ
を
推
進
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
大
学
の
管
理
に
属
す
る
施
設
、
設
備
そ
の
他
の
財
産
が
本
来
の
目
的
に
従
っ
て
管
理
さ
れ
及
び
保
全
さ
れ
る
よ
う
に
適
切
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
３
　
大
学
紛
争
が
生
じ
て
い
る
大
学
の
学
長
そ
の
他
の
機
関
は
、
当
該
大
学
紛
争
に
係
る
問
題
に
関
し
、
ふ
さ
わ
し
い
領
域
内
に
お
い
て
提
起
さ
れ
る
当
該
大
学
の
学
生
の
希
望
、
意
見
等
を
適
切
な
方
法
に
よ
っ
て
き
く
よ
う
に
努
め
、
こ
れ
ら
の
希
望
、
意
見
等
で
当
該
大
学
紛
争
の
妥
当
な
収
拾
及
び
当
該
大
学
の
運
営
の
改
善
に
資
す
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
そ
の
講
ず
べ
き
措
置
に
こ
れ
を
反
映
さ
せ
る
よ
う
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
（
大
学
紛
争
の
報
告
）
第
四
条
　
国
立
大
学
の
学
長
は
、
当
該
大
学
に
お
い
て
大
学
紛
争
が
生
じ
た
と
き
は
、
直
ち
に
文
部
大
臣
に
そ
の
旨
及
び
当
該
大
学
紛
争
の
状
況
を
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
２
　
文
部
大
臣
は
、
前
項
の
国
立
大
学
の
学
長
に
対
し
、
当
該
大
学
の
大
学
紛
争
の
状
況
並
び
に
当
該
大
学
紛
争
の
収
拾
及
び
当
該
大
学
の
運
営
の
改
善
の
た
め
講
じ
た
措
置
及
び
講
じ
よ
う
と
す
る
措
置
に
つ
い
て
、
必
要
に
応
じ
、
報
告
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
（
文
部
大
臣
の
勧
告
）
第
五
条
文
部
大
臣
は
、
大
学
紛
争
が
生
じ
て
い
る
国
立
大
学
（
以
下
「
紛
争
大
学
」
と
い
う
。）
の
学
長
に
対
し
、
当
該
大
学
紛
争
の
収
拾
及
び
当
該
大
学
の
運
営
の
改
善
の
た
め
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
、
臨
時
大
学
問
題
審
議
会
に
は
か
り
、
必
要
な
勧
告
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
２
　
前
項
の
勧
告
は
、
当
該
大
学
に
よ
る
自
主
的
な
大
学
紛
争
の
収
拾
及
び
当
該
大
学
の
運
営
の
改
善
の
た
め
の
努
力
を
た
す
け
る
よ
う
な
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
３
　
第
一
項
の
勧
告
を
受
け
た
紛
争
大
学
の
学
長
及
び
当
該
大
学
の
そ
の
他
の
機
関
は
、
そ
の
勧
告
を
尊
重
し
、
勧
告
に
係
る
措
置
の
実
施
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
（
運
営
機
関
等
の
特
例
）
第
六
条
紛
争
大
学
に
お
い
て
、
そ
の
大
学
紛
争
の
収
拾
及
び
大
学
の
運
営
の
改
善
に
関
す
る
措
置
を
迅
速
か
つ
適
切
に
決
定
し
及
び
執
行
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
学
長
は
、
評
議
会
（
こ
れ
を
置
か
な
い
大
学
に
あ
っ
て
は
、
教
授
会
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。）
に
は
か
り
、
次
の
措
置
を
と
る
こ
と
が
で
き
る
。
一
　
次
に
掲
げ
る
機
関
を
設
け
る
こ
と
。
イ
　
副
学
長
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
学
長
を
補
佐
す
る
機
関
ロ
　
大
学
紛
争
の
収
拾
及
び
大
学
の
運
営
の
改
善
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
審
議
す
る
機
関
ハ
　
大
学
の
運
営
に
関
す
る
事
項
を
管
理
し
及
び
執
行
す
る
機
関
二
　
学
校
教
育
法
及
び
教
育
公
務
員
特
例
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
一
号
）
に
規
定
す
る
機
関
で
当
該
大
学
に
置
か
れ
て
い
る
も
の
の
職
務
及
び
権
限
の
一
部
を
、
学
長
が
み
ず
か
ら
行
な
う
も
の
と
し
、
若
し
く
は
こ
れ
ら
の
機
関
の
議
を
経
る
こ
と
な
く
行
な
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
し
、
又
は
こ
れ
ら
の
法
律
に
規
定
す
る
機
関
の
う
ち
他
の
機
関
若
し
く
は
前
号
の
機
関
に
行
な
わ
せ
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
２
　
紛
争
大
学
に
お
い
て
は
、
学
長
は
、
評
議
会
に
は
か
り
、
当
該
大
学
の
大
学
紛
争
の
収
拾
及
び
運
営
の
改
善
に
関
す
る
諸
問
題
に
つ
い
て
意
見
を
聴
取
し
又
は
協
議
す
る
た
め
の
会
議
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
３
　
第
一
項
第
一
号
イ
又
は
ハ
に
掲
げ
る
機
関
の
設
置
及
び
そ
の
他
の
機
関
に
対
す
る
同
項
第
二
号
の
措
置
は
、
学
長
が
あ
ら
か
じ
め
文
部
大
臣
に
協
議
し
て
行
な
う
も
の
と
し
、
同
項
第
一
号
に
掲
げ
る
機
関
（
同
号
ロ
に
掲
げ
る
機
関
に
あ
っ
て
は
、
同
項
第
二
号
の
措
置
が
と
ら
れ
る
も
の
に
限
る
。）
又
は
そ
の
構
成
員
の
任
命
は
、
学
長
の
申
出
に
基
づ
き
、
文
部
大
臣
が
行
な
う
も
の
と
す
る
。
４
　
第
一
項
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
機
関
の
構
成
員
に
は
、
当
該
大
学
の
職
員
の
ほ
か
、
当
該
大
学
の
職
員
以
外
の
者
で
学
識
経
験
を
有
す
る
も
の
を
加
え
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
し
、
第
二
項
の
会
議
に
は
、
こ
れ
ら
の
者
又
は
ふ
さ
わ
し
い
領
域
内
の
問
題
に
つ
い
て
当
該
大
学
の
学
生
を
代
表
す
る
者
を
参
加
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。
